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 （財）財務会計基準機構会員 

平成１９年３月期 決算短信            平成 19 年 4 月 27 日 
 
上場会社名  金商株式会社  上場取引所 東証一部 

コード番号  ８０６４  (URL http://www.kinsho-corp.com) 
代  表  者   代表取締役社長  竹内 弘志 

問合せ先責任者   経 理 部 長  渡邊 正美    TEL (03) 3248－6600 

定時株主総会開催日     平成 19 年 6 月 28 日 配当支払開始予定日       未定 

有価証券報告書提出予定日  平成 19 年 6 月 28 日 米国会計基準採用の有無 無 

親会社等の名称 三菱商事株式会社 (ｺｰﾄﾞ番号:8058)   親会社等における当社の議決権所有比率  51.1% 
 

 (表示金額は百万円未満切捨) 

1. 19 年 3 月期の連結業績（平成 18年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日） 

(1)連結経営成績       (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年 3 月期 100,806 7.6 2,099 △5.2 1,645 2.3 1,077 △0.9

18 年 3 月期 93,647 10.8 2,213 6.3 1,608 2.6 1,087 6.1
 

 1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円 銭 円  銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期 44 93 － 14.3 4.5 2.1

18 年 3 月期 67 84 － 26.1 4.1 2.4

(参考) 持分法投資損益 19 年 3 月期        83 百万円 18 年 3 月期       14 百万円 
  
(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年 3 月期 36,823 10,533 28.3 350 86

18 年 3 月期 36,920 4,644 12.6 289 77

(参考) 自己資本 19 年 3 月期   10,424 百万円 18 年 3 月期    4,644 百万円 
 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物  
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期 890 2,135 △ 1,673 3,527

18 年 3 月期 1,944 690 △ 2,500 2,177
 
2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 
配当金総額
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期  －  － － － － －

19 年 3 月期  － 5 00 5 00 148 11.1 1.6

20 年 3 月期 
（予想）  － 5 00 5 00 13.5 

 
3. 20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1日～平成 20年 3 月 31 日） 
 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 95,500 91.2 1,140 8.5 860 32.8 690 27.4 23 22

通 期 191,000 89.5 2,300 9.6 1,600 △2.8 1,100 2.1 37 02
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4. その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 

  

(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更     有 

  ② ①以外の変更            有 

  (注)詳細は、15 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 

(3)発行済株式数（普通株式） 

  ①期末発行済株式数(自己株式を含む) 19 年 3 月期  29,737,500 株 18 年 3 月期  16,050,000 株 

  ②期末自己株式数 19 年 3 月期      24,470 株 18 年 3 月期      23,155 株 

  (注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、20 ページ「１株当たり情報」

をご覧下さい。 

    

(参考) 個別業績の概要 

1. 19 年 3 月期の個別業績（平成 18年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日） 

(1)個別経営成績        (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年 3 月期 99,477 8.7 2,018 0.4 1,523 7.6 935 △14.8

18 年 3 月期 91,549 9.9 2,010 4.7 1,415 △6.6 1,097 20.3
 
 1 株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 

 円 銭 円  銭

19 年 3 月期 39 02 －

18 年 3 月期 68 48 －
   
(2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年 3 月期 34,538 8,636 25.0 290 62

18 年 3 月期 34,621 3,012 8.7 187 89

(参考) 自己資本 19 年 3 月期   8,636 百万円 18 年 3 月期  3,012 百万円 

 

2. 20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1日～平成 20年 3 月 31 日） 

 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 95,000 93.9 1,130 16.6 850 53.1 680 53.3 22 88

通 期 190,000 91.0 2,280 12.9 1,580 3.7 1,080 15.4 36 34

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。 

  業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、3ページ「1.経

営成績 (1) 経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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1．経営成績 

（1）経営成績に関する分析 

① 営業の経過及び成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の増加また企業収益が高水準で推移する中、設備投

資も増加を続けており、更に個人所得の緩やかな増加により個人消費も底堅く推移しております。

このように内外需要が拡大する中で、生産も増加を続けており、景気の緩やかな拡大が継続してお

ります。 

 このような経済環境下にありまして、当社グループの当連結会計年度の売上高は、1,008 億 6 百

万円（前連結会計年度 936 億 47 百万円）と前連結会計年度比 7.6％の増加となりました。 

   売上高を取引形態別に見ますと、国内 35.8％、輸入 47.8％、輸出 12.2％、外国間取引 4.2％の

構成比率となりました。またセグメント別では、非鉄金属 44.5％、鉄鋼 51.4％、物流 4.1％の構

成比率となりました。 

  損益面におきましては、売上総利益は 42 億 85 百万円（前連結会計年度 43億 77 百万円）、営業

利益は 20億 99 百万円（前連結会計年度 22 億 13 百万円）となりました。経常利益は 16億 45 百万

円（前連結会計年度 16 億 8 百万円）となり、当期純利益は 10 億 77 百万円（前連結会計年度 10

億 87 百万円）となりました。 

  尚、当連結会計年度は、『収益基盤強化３ヶ年計画』の最終年度となりますが、全ての年度で目

標値を達成することができました。これらの成果を踏まえて１株当たり５円の復配を予定しており

ます。 

  今後は、平成 19 年 2 月 9日に発表致しました『成長３ヶ年計画』の達成に向けて役職員一同引

き続き全力を挙げて取組んでまいります。 

 

② 部門別の営業の概況 

   ・非鉄金属部門（売上高 448 億 36 百万円 前連結会計年度比 24.6％増） 

 当連結会計年度の製品取引は、国内並びに輸入取引が自動車産業向け及び産業機械向け材料の

取扱量が増加し、また、相場の高騰による原料高が継続したことで製品価格も高値で推移したた

め、大幅に増加しました。 

原料取引は、国内取引並びに輸出取引が好調に推移した一方で、輸入並びに外国間取引が一部

商品の需要構造の変化により取扱数量は減少しましたが、売上高は増加しました。 

部門全体としての売上高は大幅に増加しました。 
 

   ・鉄鋼部門（売上高 518 億 42 百万円 前連結会計年度比 3.8％減） 

 当連結会計年度の製品取引は、輸出取引が特殊鋼の旺盛な需要により増加しましたが、国内取

引は、鋼板の需要家の在庫調整による取扱量減少のため、売上高は減少しました。  

原料取引は、需要家の在庫調整による取扱量減少のため、売上高は減少しました。 

機能素材取引は、輸入取引並びに外国間取引がレアアースの取引量増加並びに相場高騰により、

売上高は増加しました。 

部門全体としての売上高は若干減少しました。 
 

   ・物流部門（売上高 41 億 27 百万円 前連結会計年度比 9.4％増） 

 当連結会計年度の引越業務は、金融機関等を中心に売上高は増加しました。倉庫業、運送業及

び海上貨物取扱業は、環境関連の陸上輸送業の取扱量が増加しました。 

部門全体としての売上高は増加しました。 

尚、当社は平成 19 年 1 月 19 日開催の取締役会において、金属分野に経営資源を投下して成長

を目指す中で、物流部門を再構築し、非中核分野の物流施設の売却等を実行し、非鉄金属関連の

物流業務に特化する態勢を整えました。 

 

③ 平成 20 年 3 月期の通期業績見通し 

本年度のわが国経済は、海外経済の拡大を背景に、今後も引き続き輸出は増加していくと思われ

ます。また、国内民間需要も高水準の企業収益や雇用者所得の緩やかな増加を背景に、引き続き増
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加する可能性が高いと思われます。こうした、内外需要の増加を反映して、生産も増加基調をたど

ると見られます。一方、国内外金利の上昇など懸念すべき材料もあります。 

このような経済情勢の下、通期の業績見通しにつきましては、売上高 1,910 億円、営業利益 23

億円、経常利益 16 億円、当期純利益 11 億円を見込んでおります。 

 

 （2）財政状態に関する分析 

   [連結キャッシュ・フローの状況] 

 当連結会計年度における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、たな卸資産の減少等により

8 億 90 百万円のプラスとなりました。「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産

の売却等により 21 億 35 百万円のプラスとなりました。「財務活動によるキャッシュ・フロー」

は、短期借入金の返済等により、16 億 73 百万円のマイナスとなりました。この結果、当連結会

計年度末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、13 億 50 百万円増加し、35 億 27 百

万円となりました。 
 

当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。 

 
17 年 3 月期 18 年 3 月期 19 年 3 月期 

自己資本比率（％） 8.9 12.6 28.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 13.7 16.5 27.0 

債務償還年数（年） － 10.9 13.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 2.6 1.7 

※自己資本比率： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

 債務償還年数： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算定しております。 

②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算定しておりま

す。 

③有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。 

④利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

⑤平成 17 年 3 月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・

フローがマイナスのため記載を省略しております。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 長年無配を継続している当社にとりましての重要課題であります復配につきましては、『収益基

盤強化３ヶ年計画』において「営業収益力の基盤強化を図り、安定配当を実施しうる態勢の確立を

目指す」ことといたしました。計画最終年度である平成 18 年度を含め、３ヶ年計画全体を通して

も定量・定性いずれの面でも所期の目的を達成しました。従いまして、安定配当を実施しうる態勢

の確立ができたと考え、平成 18 年度において復配する方針です。漸く安定配当が可能な態勢が整

った段階であることに鑑み、当面は継続的な安定配当を実施することを最優先課題といたします。 

 

2. 企業集団の状況 

最近の半期報告書（平成 18 年 11 月 28 日提出）における｢事業系統図（事業の内容）｣及び「関係

会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 
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3. 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 
 わが国経済は、国内・国際社会における大きな環境の変化に晒されており、商社もその例外では

なく、経済システムの再編の中で厳しい経営環境への対応を迫られております。このような経済環

境の下、当社は、以下を経営理念として掲げております。 

  「存在価値のある会社」 

  「魅力ある信頼される会社」 

 これらの経営理念の下に、当社独自の特色ある分野で事業を展開することにより、収益力を維

持・拡大し、株主、顧客取引先をはじめとするステークホルダーから支持される企業グループとな

るよう努めてまいります。 

 

(2) 目標とする経営指標 
 『収益基盤強化３ヶ年計画』においては、その主なテーマである営業収益力の基盤強化と資本の

充実に基づくネット DER の改善を数値目標とし、目標は達成しました。『成長３ヶ年計画』におき

ましては、同様の数値目標は設定しておりませんが、「中長期的に連結純利益 20 億円～30 億円を目

指す」ことを基本方針の一つに掲げ、「本計画において、現行の巡航速度ベース連結経常利益 14 億

円を最低限その 1.5 倍の 22 億円とする」ことを目標にしています。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 
 平成 16 年度を初年度とする『収益基盤強化３ヶ年計画』（以下３ヶ年計画）は、当社の将来の成

長・拡大へ向けた収益基盤の更なる強化を図るための計画と位置付け、その中で、①営業収益力の

基盤強化 ②資本の充実 ③企業体質・風土・文化の変革並びに社員の意識改革を主要なテーマと

いたしました。これまで３ヶ年計画は順調に推移し、最終年度である平成 18 年度についても計画

を達成して、３ヶ年計画全体を通しても定量・定性いずれの面でも所期の目的を達成しました。従

いまして、３ヶ年計画において目標としました安定配当を実施しうる態勢の確立ができたと考え、

平成 18 年度において復配する方針といたします。 

 このように、収益基盤の更なる強化が実現したことを踏まえまして、平成 19 年 2 月 9 日に公表

いたしました『成長３ヶ年計画』（以下 本計画）におきましては、下記の基本方針といたしました。

①『技術に強くグローバルに展開する一流の金属複合商社』を目指す 

社員一人ひとりが技術に対する理解力を持ち、親会社である三菱商事株式会社のネットワークも

活用したグローバル展開を行い、その道のプロとして金属全般において商流・物流・事業投資の

機能を持つ、より高いレベルで顧客ニーズに対応できる会社を目指す。 

②足場を固め、脇を締めて攻める 

管理部門がチェック機能とサポート機能をしっかりと発揮して足場を固めて脇を締めた上で、営

業部門が既存事業の拡大と新規事業の開拓を積極的に行う体制を整える。 

③中長期的に連結純利益 20 億円～30 億円を目指す 

本計画においては、現行の巡航速度ベース連結経常利益 14 億円を最低限 22 億円とすることを目

標にするが、現在の当社の事業内容、管理部門の機能並びに国内外拠点網、更には三菱商事株式

会社の子会社（51％）となったことも考えると、中長期的には収益・規模ともに現状の２倍～３

倍を目標とする体力や体制が整ったと考える。 

④三菱商事株式会社非鉄金属本部との連携を深める 

平成 19 年 1月 19 日に公表した、三菱商事株式会社子会社であるエム・シー非鉄株式会社並びに

三菱商事軽金属販売株式会社の事業の一部譲受けを第一歩として、更に他の事業での連携も検討

し、三菱商事株式会社非鉄金属本部の商流部門としての当社の機能を発揮する。 

 

（4）会社の対処すべき課題 

『成長３ヶ年計画』におきましては、次の項目を対処すべき課題といたします。 

①事業規模・収益の拡大 

企業にとって成長・拡大は必須条件であると認識し、非鉄金属分野では三菱商事株式会社との
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連携も含めて、また、鉄鋼分野では従来の当社の得意分野を中心として、金属全般における商

流・物流・事業投資の機能強化を図り、事業規模・収益の拡大を目指す。 

②内部統制に係る体制確立 

平成20年度に導入が予定されている金融商品取引法の改正に伴う企業の財務報告に係る内部統

制の体制作りは、適切に且つ確実に進める。 

       



金商株式会社 (8064) 平成19年3月期決算短信

１．取引形態別内訳

（単位：百万円）

金　額 百分比(%) 金　額 百分比(%) 増減額 増減率(%)

36,049 35.8 32,728 34.9 3,320 10.1 

48,224 47.8 46,087 49.2 2,137 4.6 

12,343 12.2 9,712 10.4 2,630 27.1 

4,188 4.2 5,118 5.5 △ 929 △ 18.2 

100,806 100.0 93,647 100.0 7,159 7.6 

２．セグメント別内訳

（単位：百万円）

金　額 百分比(%) 金　額 百分比(%) 増減額 増減率(%)

44,836 44.5 35,989 38.4 8,846 24.6 

51,842 51.4 53,884 57.6 △ 2,042 △ 3.8 

4,127 4.1 3,772 4.0 354 9.4 

100,806 100.0 93,647 100.0 7,159 7.6 

(注)1. 売上高と成約高の差額については、取引形態別、セグメント別共に僅少であります。

    2. セグメント別内訳の事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。

　　 自　平成17年4月 1日 
　　 至　平成18年3月31日

増　減

当連結会計年度

　　 自　平成18年4月 1日 
　　 至　平成19年3月31日

　　 至　平成19年3月31日 　　 至　平成18年3月31日

合　　　計

連 結 売 上 高 内 訳 

増　減

国　　　内

輸　　　入

輸　　　出

外　国　間

前連結会計年度

当連結会計年度 前連結会計年度

　　 自　平成18年4月 1日 　　 自　平成17年4月 1日 

非 鉄 金 属

鉄　 　　鋼

合     　計

物   　　流

区　分

区　分
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（単位：百万円）

百分比(%) 百分比(%) 増減率(%)

Ⅰ 売上高 100,806 100.0 93,647 100.0 7,159 7.6 

Ⅱ 売上原価 96,520 95.7 89,269 95.3 7,251 8.1 

　　 売上総利益 4,285 4.3 4,377 4.7 △ 92 △ 2.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 　従業員給料手当 893 901 △ 7 

   その他 1,292 2,186 2.2 1,262 2,163 2.3 30 22 1.0 

　　 営業利益 2,099 2.1 2,213 2.4 △ 114 △ 5.2 

Ⅳ 営業外収益

 　受取利息 179 142 36 

   為替差益 36 85       △ 49 

　 持分法による投資利益 83 14       69 

 　その他 14 313 0.3 10 253 0.2 3 60 23.9 

Ⅴ 営業外費用

 　支払利息 504 727 △ 223 

 　売掛債権売却損 123      57       66 

 　その他 139 767 0.8 74 858 0.9 65 △ 91 △ 10.6 

　 　経常利益 1,645 1.6 1,608 1.7 37 2.3 

Ⅵ 特別利益

　 固定資産処分益 1,893 －       1,893 

 　投資有価証券処分益 70 32 37 

 　貸倒引当金戻入益 133      198      △ 65 

 　関係会社株式処分益 －       2,096 2.1 1        232      0.2 △ 1 1,864 801.5 

Ⅶ 特別損失

 　固定資産処分損 29 1 28 

 　投資有価証券処分損 0 1        △ 1 

 　投資有価証券評価損 －       4        △ 4 

   関係会社株式処分損 －       85       △ 85 

 　子会社整理損 2 －       2 

 　役員退職慰労金 29 38       △ 9 

 　役員退職慰労引当金繰入損 25 －       25 

　 特別退職金 98 －       98 

　 減損損失 1,817 －       1,817 

   事務所移転費用 134 2,136 2.1 －       131 0.1 134 2,005 －

　 　税金等調整前当期純利益 1,605 1.6 1,709 1.8 △ 103 △ 6.1 

　 　法人税、住民税及び事業税 1,336 520 816 

　　 法人税等調整額 △ 826 510 0.5 70 591 0.6 △ 897 △ 81 △ 13.8 

　　 少数株主利益 18 0.0 30 0.0 △ 12 △ 40.4 

　　 当期純利益 1,077 1.1 1,087 1.2 △ 10 △ 0.9 

区　分

連結損益計算書

増　減　　 自　平成18年4月 1日 　　 自　平成17年4月 1日

当連結会計年度 前連結会計年度

　　 至　平成19年3月31日 　　 至　平成18年3月31日

金　額 金　額 増減額

 

 
 
8

 



金商株式会社 (8064) 平成19年3月期決算短信

（単位：百万円）

構成比(%) 構成比(%)

Ⅰ 流動資産

　　現金及び預金 3,027 2,177 849 

　　受取手形及び売掛金 17,783 17,768 15 

　　たな卸資産 8,327 8,612 △ 284 

　　繰延税金資産 906 145 760 

　　短期貸付金 553 64 488 

　　その他 787 640 147 

　　貸倒引当金 △ 160 △ 243 83 

31,225 84.8 29,165 79.0 2,060 

Ⅱ 固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物 2,457 3,565 △ 1,107 

　　　　 減価償却累計額 1,541 915 2,494 1,070 △ 952 △ 154 

　　　土地 534 2,506 △ 1,972 

　　　その他 374 725 △ 350 

　　　　 減価償却累計額 203 170 409 316 △ 205 △ 145 

　　　　有形固定資産合計 1,620 4.4 3,892 10.5 △ 2,272 

　　無形固定資産 160 0.4 135 0.4 24 

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 1,981 1,909 72 

　　　長期貸付金 444 495 △ 51 

　　　繰延税金資産 254 219 34 

　　　その他 1,270 1,293 △ 22 

　　　貸倒引当金 △ 134 △ 191 57 

　　　　投資その他の資産合計 3,816 10.4 3,726 10.1 90 

5,597 15.2 7,755 21.0 △ 2,157 

　　　　　資産合計 36,823 100.0 36,920 100.0 △ 96 

連結貸借対照表

当連結会計年度 前連結会計年度

金　額

増　減
平成19年3月31日 平成18年3月31日

　　　　固定資産合計

区　分 金　額 金　額

（資産の部）

　　　　流動資産合計
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（単位：百万円）

構成比(%) 構成比(%)

Ⅰ 流動負債

　  支払手形及び買掛金 13,225 14,174 △ 948 

　　短期借入金 9,564 15,867 △ 6,302 

　　未払法人税等 1,161 187 974 

　　その他 1,656 1,360 295 

25,607 69.5 31,588 85.6 △ 5,981 

Ⅱ 固定負債

　　役員退職慰労引当金 49 －       49 

　　退職給付引当金 608 576      32 

　　その他 25 25 △ 0 

682 1.9 601 1.6 81 

26,290 71.4 32,190 87.2 △ 5,900 

　　少数株主持分 －       －     85 0.2 △ 85 

Ⅰ 資本金 －       －     802 2.2 △ 802 

Ⅱ 利益剰余金 －       －     3,921 10.6 △ 3,921 

Ⅲ その他有価証券評価差額金 －       －     45 0.1 △ 45 

Ⅳ 為替換算調整勘定 －       －     △ 119 △ 0.3 119 

Ⅴ 自己株式 －       －     △ 5 △ 0.0 5 

　　　　　資本合計 －       －     4,644 12.6 △ 4,644 

－       －     36,920 100.0 △ 36,920 

Ⅰ 株主資本

　1　資本金 3,143 －       3,143 

　2  資本剰余金 2,340 －       2,340 

　3  利益剰余金 4,998 －       4,998 

　4　自己株式 △ 6 －       △ 6 

10,476 28.4 －       －     10,476 

Ⅱ 評価・換算差額等

　1　その他有価証券評価差額金 46 －       46 

　2  繰延ヘッジ損益 0 －       0 

　3　為替換算調整勘定 △ 98 －       △ 98 

△ 51 △ 0.1 －       －     △ 51 

Ⅲ 少数株主持分 108 0.3 －       －     108 

10,533 28.6 －       －     10,533 

36,823 100.0 －       －     36,823 

（少数株主持分）

（資本の部）

　　　　固定負債合計

（純資産の部）

　　　　　負債合計

連結貸借対照表

金　額

平成19年3月31日

当連結会計年度
増　減

金　額

 負債、少数株主持分及び資本合計

（負債の部）

　　　　流動負債合計

金　額区　分

　　　 株主資本合計

　　　 評価・換算差額等合計

　　　　  純資産合計

 負債純資産合計

前連結会計年度

平成18年3月31日
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当連結会計年度（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日） （単位：百万円）

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合計

平成18年3月31日残高 802 －     3,921 △ 5 4,718 45 －     △ 119 △ 74 85 4,729 

連結会計年度の変動額

　新株の発行 2,340 2,340 4,681 －     4,681 

　当期純利益 1,077 1,077 －     1,077 

　自己株式の取得    △ 0    △ 0 －        △ 0

　株主資本以外の項目
　の連結会計年度の
　変動額（純額）

－     1 0 20 23 22 45 

連結会計年度の変動額
合計

2,340  2,340 1,077    △ 0 5,757 1 0 20 23 22 5,803 

平成19年3月31日残高 3,143 2,340 4,998 △ 6 10,476 46 0 △ 98 △ 51 108 10,533 

（単位：百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 －     

Ⅱ 資本剰余金期末残高 －     

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,335 

Ⅱ 利益剰余金増加高

　　当期純利益 1,087 1,087 

Ⅲ 利益剰余金減少高

453    

46 500 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,921 

連結剰余金計算書

株主資本

純資産
合計

評価・換算差額等

少数株主
持分

連結株主資本等変動計算書

 自　平成17年4月 1日 

　　持分法適用関連会社の再評価に
    係る繰延税金資産の取崩等に伴
    う剰余金減少高

前連結会計年度

金　額区　分

　　持分法適用関連会社減少による
    剰余金減少高

至　平成18年3月31日
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（単位：百万円）

　Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　税金等調整前当期純利益 1,605 1,709

　　　　減価償却費 152 170

　　　　投資有価証券処分益 △ 70 △ 32

　　　　有形固定資産処分益 △ 1,893 －

　　　　有形固定資産処分損 29 1

        子会社整理損 2 －

　　　　減損損失 1,817 －

　　　　貸倒引当金の減少額 △ 140 △ 257

　　　　退職給付引当金の増加額 32 66

　　　　受取利息及び受取配当金 △ 179 △ 145

　　　　支払利息 504 727

　　　　持分法による投資利益 △ 83 △ 14

　　　　売上債権の増減額 △ 12 4,771

　　　　たな卸資産の増減額 295 △ 1,363

　　　　仕入債務の減少額 △ 610 △ 2,296

　　　　その他 132 △ 139

　　　　　小計 1,581 3,197

　　　　利息及び配当金の受取額 178 135

　　　　利息の支払額 △ 523 △ 753

　　　　在外子会社の収用補償金受取額 54 321

　　　　法人税等の支払額 △ 400 △ 956

　　 営業活動によるキャッシュ・フロー 890 1,944

　Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 259 △ 236

　　　　有形固定資産の売却による収入 2,310 －

　　　　投資有価証券の取得による支出 △ 50 △ 0

　　　　投資有価証券の売却による収入 118 144

　　　　短期貸付金の純増減額 △ 23 799

　　　　長期貸付金の返済による収入 56 65

　　　　その他 △ 17 △ 81

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー 2,135 690

　Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　短期借入金の純減少額 △ 6,089 △ 2,411

　　　　長期借入金の返済による支出 △ 217 △ 87

　　　　株式の発行による収入 4,633 －

　　　　その他 △ 0 △ 1

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,673 △ 2,500

　Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3 7

　Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,355 142

　Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,177 2,035

△ 5 －

　Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 3,527 2,177

　Ⅶ 連結範囲の変更を伴う現金及び
　　 現金同等物の減少高

      至　平成19年3月31日

連結キャッシュ・フロー計算書

金　　額

当連結会計年度

金　　額区　分

前連結会計年度

　　  自　平成17年4月 1日　　  自　平成18年4月 1日 

　　  至　平成18年3月31日
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１. 連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数及び名称 

連結子会社   ２社： Kinsho International Corporation 

 上海金高化工有限公司  

   前連結会計年度において連結子会社でありました金商カーゴサービス㈱は、会社の清算を決議し重要

性も無くなったため、当連結会計年度から連結の範囲より除外しております。尚、平成 19 年 3 月 31 日

までの同社の損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書を連結しております。 

 

（２）連結の範囲から除いた会社 

非連結子会社  ２社： 金商カーゴサービス㈱ 

 金尚商貿（上海）有限公司  

   連結の範囲から除いた理由 

     非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであります。 

    

２．持分法の適用に関する事項 

（１） 関連会社５社に対する投資について持分法を適用しており、持分法適用関連会社の名称は以下の通り

であります。 

     オー・ケー・ビー㈱ 

     P.T. Indolitharge Megahtama 

       大連愛光浸漬成型有限公司 

     ㈱オーテック 

     富士機鋼㈱ 

 

（２） 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる３社については、各社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。 

 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の Kinsho International Corporation 及び上海金高化工有限公司の決算日は、平成 18

年 12 月 31 日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、平成 19

年 1 月 1日から連結決算日平成 19 年 3月 31 日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券（その他有価証券）      

 a. 時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 b. 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ 時価法 

 ③たな卸資産 主として先入先出法による原価法 

 

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産   主として定率法 

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成 10 年 4 月１日以降に取得
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した建物（附属設備を除く）については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

 建物及び構築物 15～50 年 

 

（３）重要な繰延資産の処理方法 

   株式交付費は、発生時に費用処理しております。 

 

（４） 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えて、以下の基準により計上しております。 

  a. 一般債権     貸倒実績率法 

 b. 貸倒懸念債権等 個別に回収可能性を検討し、当連結会計年度末における回収不能見込

額を計上しております。 

  ②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、会計基

準変更時差異については、15 年による按分額を費用処理しております。 

    ③役員退職慰労引当金          役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度の

末日における要支給額を計上しております。 

   （役員退職慰労引当金に関する会計方針）  

役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より「役

員退職慰労金内規」に基づく連結会計年度末の要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方

法に変更しております。 

     この変更は、近年の役員退職慰労金の引当金計上が会計慣行として定着しつつある事を踏まえ、

平成 18 年 8 月に当社が三菱商事株式会社の子会社になった事に伴い、親子間で同一会計処理と

し、当社においても将来の支出時における一時的負担の増大を避け、期間損益の適正化及び財務

内容の健全化を図り、役員退職慰労金を役員の在任期間に亘って合理的に費用配分する事により

ます。 

     この変更により、当連結会計年度発生額 24 百万円は販売費及び一般管理費へ、過年度分相当

額 25 百万円は特別損失に計上しております。この結果、従来の方法によった場合に比較して、

営業利益及び経常利益が 24 百万円、税金等調整前当期純利益は 49 百万円少なく計上されており

ます。 

 

（５） 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６） 重要なヘッジ会計の方法 

当社グループでは、当社のみがデリバティブ取引を利用し、ヘッジ会計を適用しております。 

 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

（為替予約の会計処理方法の変更） 

従来、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理をしておりましたが、

平成 18 年 8 月に当社が三菱商事株式会社の子会社となった事に伴い、親子間で同一会計処理と

するため、当連結会計年度より為替予約は時価評価しております。尚、この変更による損益への

影響は、軽微であります。 

②ヘッジ対象とヘッジ手段 

ヘッジ対象：商品の価格変動リスク 

ヘッジ手段：商品先渡取引 
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③ヘッジ方針 

内規に基づき、営業取引に係る商品価格変動リスクを回避する目的で行っております。なお、原則と

して 1年を超える長期契約を行わず、投機目的及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針であり

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

当社が行っているヘッジ取引は、当社の取引基本規則及び見越極度取扱規程に従って、審査部が取引

の事前・事後及び一定期間毎に定量分析等により有効性を検証しております。 

 

（７） 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

     連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．利益処分項目の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

   当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。これによる損益への影響はありません。 

   なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 10,424 百万円であります。 

   連結財務諸表等規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表等規則により作成しております。 

 

追加情報 

固定資産譲渡 

当社は、平成 19 年 3 月 27 日開催の取締役会に基づき、当社川口第一物流センターを月島倉庫株式

会社に譲渡する旨の契約を平成 19 年 3 月 30 日に締結致しました。尚、本件譲渡により平成 20 年 3

月期において固定資産処分益 694 百万円を計上する予定であります。 

①譲渡資産 

  川口第一物流センター（埼玉県川口市） 

②譲渡価額 

  1,390 百万円 

③帳簿価額 

   654 百万円 

④譲渡予定日 

  平成 19 年 5 月初旬 
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連結財務諸表に関する注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

（当連結会計年度末） （前連結会計年度末） 

1. 非連結子会社及び関連会社に対するもの  

  投資有価証券（株式） 1,878 百万円 1,770 百万円

  その他投資（出資金） 83 百万円 68 百万円

  

2. 担保に供している資産及びその対応債務  

(1) 担保提供資産  

 預金 210 百万円 392 百万円

  売掛金 118 百万円 191 百万円

  たな卸資産  92 百万円 63 百万円

  建物  152 百万円 1,023 百万円

  土地  － 百万円 2,506 百万円

  合計 574 百万円 4,176 百万円

 (2)担保付債務  

  買掛金 101 百万円 70 百万円

  短期借入金  364 百万円 5,471 百万円

  保証債務  － 百万円 183 百万円

  合計  465 百万円 5,725 百万円

  

3. 保証債務 183 百万円 186 百万円

  

4. 受取手形割引高 152 百万円 176 百万円

輸出受取手形割引高 33 百万円 28 百万円

 

（連結損益計算書関係） 

  減損損失 

   当連結会計年度において、当社は東扇島物流センターの資産について減損損失を計上しております。 

   ①用途：物流センター 

   ②種類：土地 

   ③場所：神奈川県川崎市 

   ④当社グループは、原則として事業用資産についてはビジネスユニットを基準としてグルーピングを

行っており、売却予定資産については個別資産毎にグルーピングを行っております。 

    東扇島物流センターは、地価が著しく下落した事、並びに平成 19 年 1月 19 日の取締役会において 

    当該物流センターの売却方針を決定した事により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少 

    額を減損損失（1,817 百万円）として特別損失に計上致しました。 

    尚、回収可能価額は、正味売却価額を使用しており、正味売却価額は売却予定価額を用いておりま 

    す。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

    当連結会計年度（自 平成 18 年 4月 1日  至 平成 19 年 3月 31 日） 

  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計期間 

増加株式数（株） 

当連結会計期間 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式  

普通株式(注 1) 16,050,000 13,687,500 － 29,737,500

合計 16,050,000 13,687,500 － 29,737,500

自己株式  

普通株式(注 2) 23,155 1,315 － 24,470

合計 23,155 1,315 － 24,470

 （注）1.発行済株式総数の増加 13,687,500 株は、第三者割当により新株を発行したためであります。 

2.自己株式数の増加 1,315 株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

1. 当社の発行済株式総数 普通株式 29,737,500 株 16,050,000 株

  

2. 連結会社、持分法を適用した非連結子会社  

  及び関連会社が保有する自己株式の数 普通株式 24,470 株 23,155 株

 

 3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当 

    当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当 

    平成 19 年 6 月 28 日開催予定の第 88 回定時株主総会において次の議案が提出されます。 

     普通株式の配当に関する事項 

     ①配当の原資          利益剰余金 

     ②配当金の総額         148 百万円 

     ③１株当たりの配当額         5 円 

     ④基準日        平成 19 年 3月 31 日 

     ④効力発生日      平成 19 年 6月 29 日 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 現金及び預金勘定 3,027 百万円 2,177 百万円

 短期貸付金（現先） 500 百万円 － 百万円

 現金及び現金同等物の期末残高 3,527 百万円 2,177 百万円
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（セグメント情報） 

 1．事業の種類別セグメント情報  

当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月１日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

 （単位：百万円） 

 非 鉄 

金 属 

鉄 鋼 物 流 計 消去又 

は全社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益   

   売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 44,836 51,842 4,127 100,806 － 100,806

(2)セグメント間の内部売上高 － 1,226 123 1,349 (1,349) －

計 44,836 53,068 4,250 102,156 (1,349) 100,806

営業費用 44,365 51,843 3,847 100,056 (1,349) 98,707

営業利益 470 1,225 403 2,099 － 2,099

Ⅱ.資産、減価償却費及び 

資本的支出 
  

   資産 16,730 17,840 2,251 36,823 － 36,823

   減価償却費 73 57 21 152 － 152

資本的支出 256 52 14 322 － 322

(注)1．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

2．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

    (1) 非鉄金属  非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

    (2) 鉄   鋼  鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

    (3) 物   流  倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 
 
 

前連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1日 至 平成 18 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 非 鉄 

金 属 

鉄 鋼 物 流 計 消去又 

は全社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益   

   売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 35,989 53,884 3,772 93,647 － 93,647

(2)セグメント間の内部売上高 8 427 136 573 (573) －

計 35,998 54,312 3,909 94,220 (573) 93,647

営業費用 35,438 52,980 3,587 92,006 (573) 91,433

営業利益 560 1,331 321 2,213 － 2,213

Ⅱ.資産、減価償却費及び 

資本的支出 
  

   資産 14,226 18,015 4,678 36,920 － 36,920

   減価償却費 44 14 111 170 － 170

資本的支出 235 56 51 343 － 343

(注)1．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

2．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

    (1) 非鉄金属  非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

    (2) 鉄   鋼  鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

    (3) 物   流  倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 



金商株式会社 (8064) 平成 19 年 3月期決算短信 

 

 

 

19

2．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

   本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める割合が 90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1日 至 平成 18 年 3 月 31 日） 

   本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める割合が 90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 

3. 海外売上高 

当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 14,134 2,397 16,532

Ⅱ 連結売上高  100,806

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
14.0 2.4 16.4

(注)1．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

    2．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

     (1) アジア・オセアニア･････････中国・台湾・韓国・インドネシア 

     (2) その他の地域･･･････････････米国・ドイツ・カナダ・イタリア 

    3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

  前連結会計年度（自 平成 17 年 4月 1日 至 平成 18 年 3月 31 日） 

（単位：百万円） 

 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高    11,652 3,178 14,830

Ⅱ 連結売上高     93,647

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
   12.4 3.4    15.8

(注)1．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

    2．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

     (1) アジア・オセアニア･････････中国・台湾・韓国・インドネシア 

     (2) その他の地域･･･････････････米国・ドイツ・カナダ・イタリア・フランス 

    3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（１株当たり情報） 

（当連結会計年度） （前連結会計年度） 

１株当たり純資産額 350.86 円 289.77 円

１株当たり当期純利益額 44.93 円 67.84 円

  

算定上の基礎  

 当期純利益 1,077 百万円  1,087 百万円

 普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,077 百万円 1,087 百万円

 期中平均株式数 23,976  千株 16,028   千株

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 

（重要な後発事象） 

 1. 事業譲受 

     当社は、平成 19 年 1 月 19 日開催の取締役会に基づき、平成 19 年 5 月 1日に、三菱商事株式会社 

    の子会社であるエム・シー非鉄株式会社並びに三菱商事軽金属販売株式会社の事業の一部を譲受け

ます。 

（1）エム・シー非鉄株式会社 

  ①名称 

    エム・シー非鉄株式会社 

  ②譲受けた事業の主な内容  

    非鉄金属製品等の国内並びに貿易取引 

  ③事業譲受けの理由 

    当社の将来の成長戦略を構築する上で、当社取引規模の拡大並びに三菱商事株式会社グループ    

   における取引の効率的な運営・管理を目的として、当社中核事業と共通性のある同社グループ企

業のエム・シー非鉄株式会社のアルミニウムを中心とする熱交換器等の材料やその他の非鉄製品

取引について、当社が譲受ける事と致しました。 

  ④事業譲受け日 

    平成 19 年 5月 1日 

  ⑤譲受け価額 

    約 16 億円 

  ⑥譲受ける資産 

    棚卸資産 投資有価証券 

  ⑦のれんの発生見込み金額 

    約 8億円 

  ⑧のれんの発生原因 

    超過収益力を見込んでおります。 

  ⑨のれんの償却の方法及び償却期間 

    償却期間 10 年の定額法を予定しております。 

（2）三菱商事軽金属販売株式会社 

  ①名称 

    三菱商事軽金属販売株式会社 

  ②譲受けた事業の主な内容  

    非鉄金属原料等の国内並びに貿易取引 

  ③事業譲受けの理由 

    当社の将来の成長戦略を構築する上で、当社取引規模の拡大並びに三菱商事株式会社グループ    

   における取引の効率的な運営・管理を目的として、当社中核事業と共通性のある同社グループ企

業の三菱商事軽金属販売株式会社の鉛、亜鉛並びに錫の地金等非鉄原料取引やその他の非鉄原料
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取引について、当社が譲受ける事と致しました。 

  ④事業譲受け日 

    平成 19 年 5月 1日 

  ⑤譲受け価額 

    約 6億円 

  ⑥譲受ける資産 

    棚卸資産 

 

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注

記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略して

おります。 
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金商株式会社

1.取引形態別内訳

(単位：百万円)

区　　分 金額 百分比 (%) 金額 百分比 (%) 増減額 増減率 (%)

国　　内 36,058 36.2 32,645 35.7 3,412 10.5 

輸　　入 48,224 48.5 46,087 50.3 2,137 4.6 

輸　　出 12,343 12.4 9,712 10.6 2,630 27.1 

外 国 間 2,851 2.9 3,102 3.4 △ 251 △ 8.1 

合　　計 99,477 100.0 91,549 100.0 7,928 8.7 

2.商品別内訳

(単位：百万円)

区　　分 金額 百分比 (%) 金額 百分比 (%) 増減額 増減率 (%)

非鉄金属 44,136 44.4 34,471 37.7 9,664 28.0 

鉄　　鋼 51,204 51.5 53,289 58.2 △ 2,084 △ 3.9 

物　　流 4,136 4.1 3,788 4.1 347 9.2 

合　　計 99,477 100.0 91,549 100.0 7,928 8.7 

注.　売上高と成約高の差額については、取引形態別、商品別共に僅少であります。

前事業年度

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

売　上　高　内　訳

至 平成18年 3月31日至 平成19年 3月31日

自 平成17年 4月 1日自 平成18年 4月 1日 増　減

前事業年度当事業年度

増　減

当事業年度
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金商株式会社

(単位：百万円)

区　分

% % %

Ⅰ 売上高 99,477 100.0 91,549 100.0 7,928 8.7

Ⅱ 売上原価

　１商品期首たな卸高 7,941 6,676 1,265

　２当期商品仕入高 95,409 88,916 6,493

　　合計 103,351 95,592 7,759

　３商品期末たな卸高 7,871 95,480 96.0 7,941 87,650 95.7 △ 70 7,830 8.9

　　売上総利益 3,996 4.0 3,899 4.3 97 2.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,978 2.0 1,888 2.1 89 4.8

　　営業利益 2,018 2.0 2,010 2.2 8 0.4

Ⅳ 営業外収益

　 受取利息 183 147 36

　 その他 42 225 0.2 97 244 0.2 △ 54 △ 18 △ 7.5

Ⅴ 営業外費用

　 支払利息 478 681 △ 202

　 その他 242 721 0.7 158 839 0.9 84 △ 117 △ 14.0

　　経常利益 1,523 1.5 1,415 1.5 107 7.6

Ⅵ 特別利益 2,079 2.1 275 0.3 1,804 655.1

Ⅶ 特別損失 2,138 2.1 46 0.0 2,091 -

　　税引前当期純利益 1,464 1.5 1,644 1.8 △ 179 △ 10.9

　　法人税、住民税及び事業税 1,329 499 830

　　法人税等調整額 △ 800 528 0.6 47 546 0.6 △ 847 △ 17 △ 3.2

　　当期純利益 935 0.9 1,097 1.2 △ 162 △ 14.8

損 益 計 算 書

増　減

当事業年度

自 平成18年 4月 1日

至 平成19年 3月31日

百分比金　額

前事業年度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

金　額金　額 百分比 増減率
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金商株式会社

1. 販売費及び一般管理費の明細

(単位：百万円)

当事業年度 前事業年度

区　分 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　減

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

給与手当 753 718 34

賞与 100 96 4

退職給付費用 121 153 △ 31

福利厚生費 185 190 △ 4

旅費交通費 86 96 △ 10

海外代理店手数料 15 16 △ 0

通信費 40 40 △ 0

交際費 47 52 △ 5

役員報酬 99 91 7

役員退職慰労引当金繰入額 23 - 23

事務所設備費 126 117 8

事務所消耗品費 22 15 6

図書印刷費 10 9 1

地代家賃 152 131 20

減価償却費 10 5 4

諸税公課 54 28 26

寄附金 0 0 △ 0

雑費 127 123 4

合計 1,978 1,888 89

2. 参考

(単位：百万円)

当事業年度 前事業年度

区　分 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　減

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

有形固定資産減価償却実施額 95 104 △ 8

補　足　資　料　Ⅰ
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金商株式会社

1. その他営業外収益の明細
(単位：百万円)

当事業年度 前事業年度
区　分 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　減

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

受取配当金 11 19 △ 7
為替差益 29 74 △ 44
保証債務費用戻入益 - 0 △ 0
雑益 0 2 △ 2
合計 42 97 △ 54

2. その他営業外費用の明細
(単位：百万円)

当事業年度 前事業年度
区　分 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　減

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

手形売却損 38 28 10
売掛債権売却損 123 57 66
保証債務費用 0 - 0
株式交付費 47 - 47
雑損 32 72 △ 40
合計 242 158 84

3. 特別利益の明細
(単位：百万円)

当事業年度 前事業年度
区　分 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　減

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

固定資産処分益 1,893 - 1,893
投資有価証券処分益 70 32 37
関係会社株式処分益 - 75 △ 75
貸倒引当金戻入益 116 164 △ 48
関係会社貸倒引当金戻入益 - 2 △ 2
合計 2,079 275 1,804

4. 特別損失の明細
(単位：百万円)

当事業年度 前事業年度
区　分 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　減

至 平成19年 3月31日 至 平成18年 3月31日

固定資産処分損 29 1 28
投資有価証券処分損 0 1 △ 1
投資有価証券評価損 - 4 △ 4
子会社整理損 42 - 42
役員退職慰労金 29 38 △ 9
役員退職慰労引当金繰入損 25 - 25
特別退職金 59 - 59
減損損失 1,817 - 1,817
事務所移転費用 134 - 134
合計 2,138 46 2,091

補 足 資 料 Ⅱ
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金商株式会社

(単位：百万円)

区　分
（資産の部）
Ⅰ 流動資産
　　現金及び預金 2,724 2,082 642

　　受取手形 4,012 2,907 1,105

　　売掛金 13,680 14,498 △ 817

　　商品 7,871 7,941 △ 70

　　前渡金 12 1 11

　　前払費用 130 151 △ 21

　　繰延税金資産 895 132 763

　　未収入金 416 384 31

　　短期貸付金 553 64 488

　　その他 181 47 133

　　貸倒引当金 △ 190 △ 256 66

　　　流動資産合計 30,290 87.7 27,955 80.7 2,334

Ⅱ 固定資産
　１有形固定資産
　　建物 2,203 3,451 △ 1,247

　　　減価償却累計額 1,441 762 2,393 1,057 △ 952 △ 295

　　構築物 108 114 △ 5

　　　減価償却累計額 98 10 101 12 △ 3 △ 2

　　機械装置 16 57 △ 40

　　　減価償却累計額 13 3 44 13 △ 30 △ 9

　　車両運搬具 86 113 △ 27

　　　減価償却累計額 78 7 100 12 △ 22 △ 4

　　器具備品 123 167 △ 44

　　　減価償却累計額 66 56 149 18 △ 82 38

　　土地 534 2,506 △ 1,972

　　　有形固定資産合計 1,374 4.0 3,620 10.5 △ 2,245

　２無形固定資産
　　ソフトウェア 85 121 △ 36

　　その他 13 13 △ 0

　　　無形固定資産合計 99 0.3 135 0.4 △ 36

　３投資その他の資産
　　投資有価証券 102 139 △ 36

　　関係会社株式 605 618 △ 12

　　出資金 111 110 0

　　関係会社出資金 226 176 50

　　長期貸付金 444 495 △ 51

　　関係会社長期貸付金 101 237 △ 136

　　固定化営業債権 0 2 △ 1

　　長期前払費用 0 0 0

　　繰延税金資産 243 212 31

　　長期差入保証金 582 628 △ 46

　　その他 490 480 10

　　貸倒引当金 △ 134 △ 191 57

　　　投資その他の資産合計 2,773 8.0 2,909 8.4 △ 135

　　　　固定資産合計 4,248 12.3 6,666 19.3 △ 2,417

資産合計 34,538 100.0 34,621 100.0 △ 83

金 額金 額 構成比(%)構成比(%)金　額

前事業年度

平成18年3月31日

貸 借 対 照 表

当事業年度

平成19年3月31日
増　減
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金商株式会社（8064） 平成19年3月期決算短信

金商株式会社

(単位：百万円)

区　分
（負債の部）

Ⅰ 流動負債

　　支払手形 3,134 2,451 682

　　外貨支払手形 2,785 5,410 △ 2,624

　　買掛金 7,420 6,247 1,173

　　短期借入金 9,200 15,338 △ 6,138

　　１年内返済予定の長期借入金 - 217 △ 217

　　未払金 1,215 973 242

　　未払費用 88 99 △ 10

　　未払法人税等 1,161 180 980

　　前受金 195 52 143

　　預り金 17 10 7

　　前受収益 2 30 △ 27

　　その他 0 0 0

　　　流動負債合計 25,222 73.0 31,010 89.6 △ 5,788

Ⅱ 固定負債

　　役員退職慰労引当金 49 - 49

　　退職給付引当金 606 575 31

　　長期預り保証金 24 23 0

　　　固定負債合計 679 2.0 598 1.7 80

負債合計 25,901 75.0 31,609 91.3 △ 5,707

（資本の部）

Ⅰ 資本金 － － 802 2.3 △ 802

Ⅱ 利益剰余金

　１ 任意積立金

　　　圧縮記帳積立金 － 101 △ 101

　２ 当期未処分利益 － 2,113 △ 2,113

　　　利益剰余金合計 － － 2,215 6.4 △ 2,215

Ⅲ その他有価証券評価差額金 － － △ 0 △ 0.0 0

Ⅳ 自己株式 － － △ 4 △ 0.0 4

資本合計 － － 3,012 8.7 △ 3,012

負債資本合計 － － 34,621 100.0 △ 34,621

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

　１ 資本金 3,143 9.1 － － 3,143

　２ 資本剰余金

　　(1)資本準備金 2,340 － 2,340

　　　 資本剰余金合計 2,340 6.8 － － 2,340

　３ 利益剰余金

　　(1)その他利益剰余金

　　　　圧縮記帳積立金 95 － 95

　　　　繰越利益剰余金 3,055 － 3,055

　　　 利益剰余金合計 3,150 9.1 － － 3,150

　４ 自己株式 △ 5 △ 0.0 － － △ 5

　　　株主資本合計 8,629 25.0 － － 8,629

Ⅱ 評価･換算差額等

　１ その他有価証券評価差額金 6 0.0 － － 6

　２ 繰延ヘッジ損益 0 0.0 － － 0

　　　評価･換算差額等合計 7 0.0 － － 7

　　　　純資産合計 8,636 25.0 － － 8,636

負債純資産合計 34,538 100.0 － － 34,538

金 額金 額 構成比(%)構成比(%)

貸 借 対 照 表

当事業年度

平成19年3月31日
増　減

金　額

前事業年度

平成18年3月31日
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金商株式会社

当事業年度（ 自 平成18年 4月1日　至 平成19年 3月31日 ） (単位：百万円)

圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 802 - - 101 2,113 2,215 △ 4 3,012 △ 0 - △ 0 3,012

事業年度中の変動額

　新株の発行 2,340 2,340 2,340 - 4,681 - 4,681

　圧縮記帳積立金の取崩し - △ 6 6 - - - -

　当期純利益 - 935 935 935 - 935

　自己株式の取得 - - △ 0 △ 0 - △ 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額) - - - 7 0 7 7

事業年度中の変動額合計 2,340 2,340 2,340 △ 6 942 935 △ 0 5,616 7 0 7 5,624

平成19年3月31日残高 3,143 2,340 2,340 95 3,055 3,150 △ 5 8,629 6 0 7 8,636

資本準備金
資本剰余金
合計

評価･換算差額等

利益剰余金
合計

利益剰余金資本剰余金

その他利益剰余金

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株主資本

自己株式
株主資本
合計

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価･換算
差額等
合計

資本金
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金商株式会社

(単位：百万円)

区　分

 Ⅰ 当期未処分利益 2,113

 Ⅱ 任意積立金取崩額

　　 圧縮記帳積立金取崩額 6 6

 Ⅲ 次期繰越利益 - 2,119

(注)圧縮記帳積立金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。

利　益　処　分　計　算　書

前事業年度

平成18年3月31日

金　額
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重要な会計方針

1.有価証券の評価基準及び評価方法

2.デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。

3.たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法によっております。

4.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

(2)無形固定資産

5.繰延資産の処理方法

株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

6.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)退職給付引当金

(3)役員退職慰労引当金

(役員退職慰労引当金に関する会計方針)

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権
は個別に回収可能性を検討し、事業年度末日における回収不能見込額を計上しており
ます。

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末日における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。尚、会計基準変更時差異については、15年による
按分額を費用処理しております。

定額法によっております。ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお
ける利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事業年度末日における要支給額
を計上しております。

30

子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の
あるものは事業年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定)、時価のないものは移動平均法による
原価法によっております。

定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物(附属設備を除
く)については、定額法によっております。

役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当事業年度よ
り「役員退職慰労金内規」に基づく事業年度末の要支給額を役員退職慰労引当金とし
て計上する方法に変更しております。
この変更は、近年の役員退職慰労金の引当金計上が会計慣行として定着しつつある事
を踏まえ、平成18年8月に当社が三菱商事株式会社の子会社となった事に伴い、親子
間で同一会計処理とし、当社においても将来の支出時における一時的負担の増大を避
け、期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図り、役員退職慰労金を役員の在任期
間に亘って合理的に費用配分する事によります。
この変更により、当事業年度発生額 24百万円は販売費及び一般管理費へ、過年度分
相当額 25百万円は特別損失に計上しております。この結果、従来の方法によった場
合に比較して、営業利益及び経常利益が 24百万円、税引前当期純利益は 49百万円少
なく計上されております。
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7.リース取引の処理方法

8.ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

(為替予約の会計処理方法の変更)

(2)ヘッジ対象とヘッジ手段

(3)ヘッジ方針

(4)ヘッジ有効性評価の方法

9.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

重要な会計方針の変更

1.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当社が行っているヘッジ取引は、取引基本規則及び見越極度取扱規程に従って、審査
部が取引の事前・事後及び一定期間毎に定量分析等により有効性を検証しておりま
す。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

繰延ヘッジ処理を採用しております。
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当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準
第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日)を適用しております。こ
れによる損益への影響はありません。尚、従来の「資本の部」の合計に相当する金額
は、8,635百万円であります。
また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に
ついては、改正後の財務諸表等規則により作成しております。

商品の価格変動リスクをヘッジ対象としております。また、商品先渡取引をヘッジ手
段としております。

内規に基づき、営業取引に係る商品価格変動リスクを回避する目的で行っておりま
す。尚、原則として1年を超える長期契約を行わず、投機目的及びレバレッジ効果の
高い取引は行わない方針であります。

従来、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理をしておりま
したが、平成18年8月に当社が三菱商事株式会社の子会社となった事に伴い、連結財
務諸表原則三に基づき親子間で同一処理とするため、当事業年度より、為替予約は金
融商品に係る会計基準に基づいて時価評価しております。
尚、この変更による財務諸表への影響は、軽微であります。
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追加情報

1.固定資産譲渡

①譲渡資産

川口第一物流センター(埼玉県川口市)

②譲渡価額

1,390百万円

③帳簿価額

654百万円

④譲渡予定日

平成19年5月初旬

注記事項

(貸借対照表関係)

1.関係会社に対する資産及び負債

受取手形 1,565 百万円 1,194 百万円

売掛金 1,169 百万円 1,096 百万円

支払手形 489 百万円 433 百万円

買掛金 290 百万円 213 百万円

2.担保資産及び担保付債務

(1)担保資産

預金 210 百万円 392 百万円

建物 - 百万円 1,023 百万円

土地 - 百万円 2,506 百万円

合計 210 百万円 3,922 百万円

(2)担保付債務

短期借入金 - 百万円 5,217 百万円

買掛金 101 百万円 70 百万円

保証債務 - 百万円 183 百万円

合計 101 百万円 5,471 百万円

3.偶発債務

保証債務 341 百万円 551 百万円
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(前事業年度末)

当社は、平成19年3月27日開催の取締役会に基づき、当社川口第一物流センターを月
島倉庫株式会社に譲渡する旨の契約を平成19年3月30日に締結致しました。尚、本件
譲渡により、平成20年3月期において固定資産処分益694百万円を計上する予定であ
ります。

(当事業年度末)
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4.輸出受取手形割引高 33 百万円 28 百万円

5.

受取手形 671 百万円

支払手形 559 百万円

(損益計算書関係)

1.減損損失

① 用途：物流センター

② 種類：土地

③ 場所：神奈川県川崎市

2.一株当たり当期純利益

39円 02銭 68円 48銭

(株主資本等変動計算書関係) 

1.自己株式

(1)会社が保有する自己株式の数

前事業年度末の自己株式数 普通株式 17,650 株

当事業年度末の自己株式数 普通株式 18,965 株

当事業年度に増加した自己株式数 普通株式 1,315 株

(2)自己株式の変動事由

普通株式の単元未満株式買取 1,315 株

(重要な後発事象)

（当事業年度）

当社は、原則として、事業用資産についてはビジネスユニットを基準としてグルーピ
ングを行っており、売却予定資産については、個別資産毎にグルーピングを行ってお
ります。
東扇島物流センターは、地価が著しく下落した事、並びに平成19年1月19日の取締役
会において当該物流センターの売却方針を決定した事により、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失(1,817百万円)として特別損失に計上致しまし
た。
尚、回収可能価額は、正味売却価額を使用しており、正味売却価額は売却予定価額を
用いております。

当事業年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理して
おります。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、以下の満期手形
が、当事業年度末日の残高に含まれております。

（当事業年度）

当事業年度において、当社は東扇島物流センターの資産について減損損失を計上して
おります。

尚、潜在株式調整後一株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載
しておりません。
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(前事業年度）
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1.事業譲受

(1)エム・シー非鉄株式会社

①名称

エム・シー非鉄株式会社

②譲受けた事業の主な内容

非鉄金属製品等の国内並びに貿易取引

③事業譲受けの理由

④事業譲受け日

⑤譲受け価額

約16億円

⑥譲受ける資産

棚卸資産　投資有価証券

⑦のれんの発生見込み金額

約８億円

⑧のれんの発生原因

超過収益力を見込んでおります。

⑨のれんの償却の方法及び償却期間

償却期間10年の定額法を予定しております。

(2)三菱商事軽金属販売株式会社

①名称

三菱商事軽金属販売株式会社

②譲受けた事業の主な内容

非鉄金属原料等の国内並びに貿易取引

③事業譲受けの理由

④事業譲受け日

⑤譲受け価額

約６億円

⑥譲受ける資産

棚卸資産

(開示の省略)

当社は、平成19年1月19日開催の取締役会に基づき、平成19年5月1日に、三菱商事株
式会社の子会社であるエム・シー非鉄株式会社並びに三菱商事軽金属販売株式会社の
事業の一部を譲受けます。
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平成19年5月1日

平成19年5月1日

当社の将来の成長戦略を構築する上で、当社取引規模の拡大並びに三菱商事株式会
社グループにおける取引の効率的な運営・管理を目的として、当社中核事業と共通
性のある同社グループ企業のエム・シー非鉄株式会社のアルミニウムを中心とする
熱交換器等の材料やその他の非鉄製品取引について、当社が譲受ける事と致しまし
た。

当社の将来の成長戦略を構築する上で、当社取引規模の拡大並びに三菱商事株式会
社グループにおける取引の効率的な運営・管理を目的として、当社中核事業と共通
性のある同社グループ企業の三菱商事軽金属販売株式会社の鉛、亜鉛並びに錫の地
金等非鉄原料取引やその他の非鉄原料取引について、当社が譲受ける事と致しまし
た。
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注. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

リース取引、有価証券、税効果会計に関する注記事項については、決算短信における
開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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